
(

1,952252

53

事業所数

④④特特産産物物

従業者数

（R3.1.1～12.31）

64,765

製造業

卸・小売業
（令和４年６月１日）

（令和６年６月１日）

従業者数
年間販売額 

49,665

1,577

1,370

（R5.1.1～12.31）
製造品出荷額等

－

（戸・事業所・人・百万円）

－

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

事業所数

671

農家数

83,591

％1,854

農業
（令和２年２月１日）

71.4

　＜市長＞─＜副市長＞─
 
    行財政改革推進室
　

　　市長公室　─　秘書課（情報戦略室）、企画政策課（DX戦略室）、企業
　　　　　　　　　　　 立地戦略室
　

　　総　 務　 部　─　総務課（市民安心安全室、人権同和対策室）、財政
　　　　　　　　　　　　  課、税務課

　　市民福祉部　─　市民課、かすみ保健福祉センター（こども家庭セン
　　　　　｜              ター）
　　　　　｜
　　福祉事務所　─　社会福祉課（社会福祉協議会）、子育て支援課（あや
　　　　　　　　　　　 　 めこども園）、高齢福祉課

　　環境経済部　─　環境課（施設管理センター）、農政課、観光商工課

　　建 　設 　部　─　都市建設課（用地管理室）、上下水道課
　
　　会計管理者　―　会 　計　 課

　＜教育委員会＞ ─　＜教育長＞ ─
 
    教　 育　 部　─　学校教育課（学校教育指導室、 学校給食センター）、
　　　　　　　　　　　　  生涯学習課

　＜議   　　　会＞　─　議会事務局

　＜行政委員会＞　─　選挙管理委員会事務局（総務課内）
                                公平委員会事務局（議会事務局内）
                         　　 　監査委員事務局（議会事務局内）
                    　   　　 　固定資産評価審査委員会事務局（総務課内）
                         　　 　農業委員会事務局

11,189

あやめ笠、まこも、佃煮、早場米、お酒、漬物、煎餅、フォー

農業就業人口

就業人口（令和２年国調）

65.8

総額・総数

議　　　　長

庄司　敦子

飯田　幸弘

98.2

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

副議長

人

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

うち一般行政関係
普通会計関係

3,256一般行政職の
平均給料月額

222

公営事業
会計関係

22

16

兼平　直紀

3,802

％

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

有権者数

25,509

％

11,001

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

30,534

35.9

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

27,604

10,774

第３次

総生産額（令和５年度）

第２次 25.521,297

②②産産業業構構造造

第１次

女 計

区分

2.2

59

12,568

令和10年2月10日

224

令和5年4月1日 令和6年4月1日

（人）

任　　　　期

党　派　別

全職員数

令和4年4月1日

222
全職員数
の  推  移

200

59,652

227

ラスパイレ
ス指数 98.2

現議員数

10,547
④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

主業農家数

％

％

8,266

2,967 千円

億円

％

％ 30.3

公明１人、無所属15人

地域手当
補正後
ラス指数

　首都東京から約100km、県都水戸から約60kmの茨城県東
南部に位置し霞ヶ浦、北浦両湖水の交差する利根川流域
の水辺に囲まれた日本有数の水郷地域である。
　平成13年４月１日牛堀町と合併し市制施行。　「暮らしを愉
しみ市民が活躍する「水の郷」」を基本理念に魅力あるまち
づくりを推進している。
　また、毎年５月中旬から６月中旬頃まで水郷潮来あやめ
まつりが開催されており、全国から多数の観光客が訪れて
いる。

平成２２年 令和２年

男

区分

人

178

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

潮来市□626番地
〈 ＦＡＸ 〉

長

https://www.city.itako.lg.jp/
0299-80-1100

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
消防　火葬場　共同研修　介護認定
審査会　障害者介護給付費等審査
会

任 期

0299-63-1111

平成２７年

082236 71.40面積

令和9年3月6日

＜＜概概要要＞＞

ｋ㎡

info@city.itako.lg.jp

②②地地勢勢・・風風土土等等

原　浩道
はら　ひろみち

6644

＜＜行行政政組組織織＞＞

類型

就任回数

潮潮来来市市（（いいたたここしし））
一部事務組合加入事業

〈 ＴＥＬ 〉

市章 〒 地域指定311-2493
〈 住所 〉 法適用（上水　工水

公共下水　農業集落排
水）

法人番号

〈e-mail〉
〈 Ｈ Ｐ 〉

Ⅰ－２ 地方公共
団体コ－ド

過疎（一部区域）

6000020082236

副市長

歳） 3 期目

16条例定数

百円 常住人口

（令和８年４月１日）

国勢調査

13,672

13,932

786

22,069

男

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

10,880

市町村内
総生産 836 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

世帯数

12,624

老齢人口割合

4.0500

10,384

(百万円・人）

公営企業
※令和8年３月31日現在

昭和30年２月11日　合併（潮来町）
潮来町　津知村　延方村　大生原村

平成13年４月１日　　編入　牛堀町
市制施行

①①沿沿革革

③③人人口口・・世世帯帯数数

人
口

合計

女

15,048

12,88515,486

14,415

29,111

14,696

38



3,135

10,013

0.11

保健・医療・福祉
施策

〈主要課題〉
１　少子化対策や子育て世代への支援など、子どもや若者を
　　中心とする地域づくり
２　人口減少や高齢化をふまえた地域共生社会の実現
３　DXなど情報技術の活用による人口減少への対応
４　企業誘致やスポーツツーリズムなど、新たな経済基盤の創出

〈特色ある行政〉
１　「住みたいまち」を目指したまちづくり
２　地域を支える経済基盤の創出
３　持続性のある子育て支援
４　日本一の水路のまちづくり

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

・道路新設改良事業
・地域公共交通網形成事業
・水道料金減免事業
・合併浄化槽設置事業

土地利用・基盤
整備施策

R８ 315

9.6 ％ ( 25.0 )

- ％ (18.79 )

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

実質公債費比率

180

公営住宅

病院・一般診療所保育所 ※１ 0

R８市民協働施策

11 か所

内　　　容

・地域おこし協力隊事業
・市制25周年記念事業
・潮来市自治会物価高騰対策支援事業
・市民協働での草刈り作業

・不妊治療費助成事業
・障がい者に対する理解を深める研修・啓発事
業、障がい者スポーツ交流事業
・潮来市多子世帯保育料軽減等事業
・不育症検査及び治療費助成事業

・部活動地域展開・地域クラブ活動推進事業
・こども議会事業
・スポーツ大会事業
・学校給食費完全無償化

・水利施設管理強化事業
・花あかり水の郷計画事業
・潮来市生活応援商品券事業
・土地改良農業水利施設電気料金高騰支援

R８

R８

産業振興施策

汚水処理普及率 ％88.6

教育・文化施策 406

認定こども園 ※１

図書館

21.3

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

6公民館等

期間

9

1

R８

△ 4.1

11.1

22.3

0.8

財政力指数（令和７年度） [0.666]

経常収支比率 [93.0]

積立金現在高（C)

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

債務負担行為支出予定額（B)

[23,010]百万円

百万円

[25,031]

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

3,873

[7,792]

[5,771]

[17,283]

百万円

％

百万円8,097

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

地方債現在高（A)

標準財政規模（令和７年度）

将来負担比率 38.7 ％

0.479

92.5

9,275

△ 16.6

329

4.0

97.1

(13.79 )

[27.8]

△ 54

200

193

63

か所

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

か所

園

戸162

か所

0

0 園

44.5

幼稚園 ※１

97.0

[97.4]

97.5

[97.4]

か所

名　　称

39.5 ）(

1,244,775

(

184,156

97.6

[97.0]

98.5

14

概　 算
事業費

（百万円）

か所

98.0

0

％

％

道路舗装率

上水道等普及率

59.7

道路改良率 60.9

か所16

児童館

（千円・％）

1,275,315

収入額 徴収率
[  ]は県平均値

老人福祉施設

％

普通建設事業費

うち補助

扶助費 24.1

9.3

15.4

3.5

1,271

うち単独

公債費

投資的経費

5.85.8

355

-

その他の経費

・・健健全全化化判判断断基基準準

実質赤字比率

人件費

13,619歳歳　　　　　　出出

6,649

2,095

△ 94

△ 440

271

5.6

8.1

80

うち繰出金 1,061

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

( 350.0 )

％

[6.7]

7.8

△ 7.0

連結実質赤字比率

1,098

3,283

43.15,872

550

1,098

4.0

471

48.8義務的経費

8.1

（百万円・％）

増減額構成比

うち臨財債

3,154

27.5

△ 150

△ 29

うち繰入金

0.2

2,546

3,993 5.6

7.6

△ 32.8

実質単年度収支

△ 424,198

区分

区　　分

672,317

14,216

616

22.2

-559,095

13,511,163

地方税

597,171

決算額

△ 655,795

形式収支

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

14,215,797

0.8

-

0.2

13,618,626

調定額

市町村民税・個人
（構成比）

区分

）（

（千円・％）

増減率令和６年度決算

39.4

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

歳　　入

歳　　出

令和５年度決算

14,183,480

2.2

108

△ 32

△ 255

－

308

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

－ 33

0.2

その他

( ）

体育館

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

小学校 ※１ 5

44.3

市町村税合計
（国保除く）

）

480,934 186,897

（

市町村民税・法人
（構成比）

固定資産税
（構成比）

（-△ 78,161

△ 78,023 -

0

プ－ル4 校

1,439,869

）

校△ 70 △ 2.2

3,235,400

[98.8]）

増減率
3,154,096

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

2

か所

1,396,797

3,907

地方債

17.9国庫支出金 校

中学校 ※１

180

210

義務教育学校 ※１

26

地方交付税

△ 6.1

△ 52.7

28.1

4.3 △ 4.9

単年度収支

歳歳　　　　　　入入

実質収支

39


